
エイズ終結
への道
EXECUTIVE SUMMARY

（報告書要旨）

国連合同エイズ計画
（UNAIDS）
GLOBAL AIDS
UPDATE 2023





4 2023 UNAIDS GLOBAL AIDS UPDATE

　エイズ終結には明確な道筋があることを本報告書は示しています。その道を進むこ
とは将来のパンデミックに備え、同時に持続可能な開発目標（SDGs）達成に貢献す
ることにもなります。

　報告書が紹介するデータと成功事例は、その道筋をはっきりと示すものです。ミス
テリーではありません。選択の問題なのです。すでにその道を進み、成果をあげてい
るリーダーたちがいます。勇気を与えてくれる報告です。ボツワナ、エスワティニ、
ルワンダ、タンザニア、ジンバブエはすでに「95-95-95」ターゲットを達成していま
す。さらにターゲットの達成に近づいている国も16カ国あります。このうち8カ国は、
世界のHIV陽性者全体の65%を占めるサハラ以南のアフリカ地域の国です。

　HIV対策は強力な政治のリーダーシップに支えられて初めて成功します。そのため
には、エビデンスに基づくこと、成果を阻む不平等に取り組むこと、コミュニティや市
民社会組織が対策の中で重要な役割を果たせるようにすること、十分かつ持続可能
な資金を確保することが必要です。

　2030年のエイズ終結に向けて、いま世界を先導している国は、人とコミュニティ
を第一に考え、政策とプログラムに取り組んでいます。本報告書ではこのことを詳し
く説明しました。すべてのリーダーがその道を歩む必要があるからです。

ウィニー・ビヤニマ
UNAIDS事務局長

はじめに
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　エイズ終結は、現在の指導者にとって、極めて大きな遺産を生み出す機会です。
世界で最も深刻なパンデミックを阻止する政策やプログラムを選択し、投資を行った
人として、将来の世代に記憶されることになるでしょう。何百万という人の命を救い、
すべての人の健康を守れるのです。リーダーシップが何を残せるのかを示す機会なの
です。

　ただし、その成果は自動的にやってくるわけではありません。2022年には平均す
ると世界で1分間に1人がエイズで亡くなっています。HIV陽性の子供のうちの43%
を含め、依然として何百万という人が治療を受けられずにいるのです。

　エイズ終結の実現には、南（途上国政府）と北（先進国政府）、コミュニティ、国
連およびその加盟国が力を合わせる必要があります。そのためには大胆なリーダーシッ
プが必要です。 報告書のルートマップ（進路図）は、今後10年間でどこまで成果が
期待できるのかを示しています。

　例えば東部・南部アフリカ地域のように、積極的に財政投資を行ってきた国や地域
が最も目覚ましい成果を上げています。

　対策の成果は、法律と政策の枠組みが人権を損なうことでは得られません。逆に
人権を実現し、まもれるようにすることで力を得てきたのです。2022、2023年に
有害な法律を廃止した国がいくつかあります。アンティグア・バーブーダ、クック諸島、
バルバドス、セントクリストファー・ネービス、シンガポールの5カ国では同性間の性
的関係を非犯罪化しました。中央アフリカ共和国、ガーナ、インド、カザフスタン、
クウェート、スペインでは、弱い立場に置かれた人たちの権利をまもるために、既存
の法律を強化しています。この勇気が成功につながるのです。

　私たちには希望があります。すべてが順調に進めば、その希望は実現するでしょう
が、楽観はできません。成功の機会を直視することで生まれる希望であり、その機
会を活かすのは行動です。報告書が紹介している事例と数字は、世界全体がすでに
その道を進んでいるということではなく、私たちにはそうなれる可能性があるというこ
とを示しています。進むべき道ははっきりしているのです。

　リーダーたちが正しい道を選択する意思を示すよう、私たちは世界中のコミュニティ
とともに求めていきます。
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　20年前には、世界のエイズパンデミックを止めることは不可能にみえた。HIVの
新規感染者は年間250万人を超え、200万もの人がエイズで亡くなっていた。南部
アフリカ地域の一部では、数十年にわたって平均寿命が延びてきたのに、エイズの
流行で逆に短縮し始めていた。効果的な治療法は開発されていたもの、あまりにも
高額なことから治療を受けられるのはごく一部の恵まれた人に限られていたからだ。

　UNAIDSのデータによると、現時点では、世界のHIV陽性者3900万人［3310
万～ 4570万人］のうち2980万人が命を救うことができる治療を受けている（注1）。
しかも、2020、2021、2022年には毎年、新たに160万人がHIV治療を開始し
ている。今後も毎年、この増加が続けば、2025年までに3500万人がHIV治療を
受けられるようにするという世界目標は達成可能になる（1）。抗レトロウイルス治療
へのアクセスは、HIV陽性者全体の約82% を占めるサハラ以南のアフリカとアジア・
太平洋地域で大きく拡大してきた。

　エイズ終結への道筋ははっきりしている。人を第一に考え、エビデンスに基づく
HIVの予防・治療プログラムに投資するという強い政治的意思を示してきた国のリー
ダーシップに学ぶことがその解決策になる。各国政府やコミュニティ、そして米大統
領エイズ救済緊急計画（PEPFAR）、世界エイズ・結核・マラリア対策基金（グロー
バルファンド）、民間のドナーが協力し、成功の基礎となるブロックを構築しなければ
ならない。

（注1）　本報告書のAnnex II Methods for more information on UNAIDS data を参照

HIV対策の成功に向けた
ブロックの構築

人びとの健康と
福祉を守るため、
利用しやすい
HIV予防・治療
サービスを提供する

人権を実現し、
まもるための

アプローチを優先する

HIVに関連する
サービスや資金、
ツールに関し、

社会的および構造的な
不平等を取り除く

信頼性が高く、
詳細なデータを

タイムリーに収集し、
活用する

強い政治的な
関与の姿勢を示し、

維持する

影響を受けている
コミュニティが

参加できるようにする

医薬品や医療技術への
公平なアクセスを
確保する

統合され、
柔軟で利用しやすい
公衆衛生システムと
地域医療システムに
十分な資金を
提供する

ガイドラインに基づき、
最新の科学技術の成果を
取り入れた革新的な
アプローチを採用する

Executive summary
（報告書要旨）
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（注2）　米大統領エイズ救済緊急計画（PEPFAR）は2023年4月、抗レトロウイルス治療により2500万人の命が救わ
れたと報告。推計値が異なるのは、PEPFARには子供のHIV感染症による死亡も含まれているためである。同
様に、PEPFAR推計には、成人の予防プログラムで把握されているHIV垂直感染予防の成果も間接的に組み
込まれている（2）。

図0.1　エイズ関連死亡者数：実際の死亡者数、および抗レトロウイルス治療が利用できなかった場合の想定シナリオ、	
1990～2022年

HIV治療により、1996年から2022年までの間に約2100万人のエイズ関連死亡が回避された。

エ
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治療と予防で何百万もの人の命が救われた

　HIV治療の普及が進んだことで、過去30年の間にほぼ2080万人がエイズ関連
の死亡を免れてきた。（図 0.1）。（注2） 年間のエイズ関連死者数は、最も多かった
2004年と比べると69% 減少している。ボツワナ、エスワティニ、ルワンダ、タン
ザニア、ジンバブエが95-95-95ターゲットに到達した。すべてサハラ以南のアフリ
カの国だ。他にも、少なくとも16カ国がターゲット達成に迫っている。そのうちの8
カ国もサハラ以南のアフリカ諸国で占められている（第1章参照）。

　2022年には、世界のHIV陽性者のほぼ4分の3（71%：女性の76%、男性の
67%）が体内のウイルス量を低く抑えた状態を維持している。ウイルス量を抑制して
いるHIV陽性者は健康で長く生きることができ、性行為によるHIV感染のリスクもゼ
ロにできるのだ。ただし、HIV陽性の子供の場合、ウイルス量抑制は46%にとどまっ
ていた。

Source: UNAIDS special analysis of epidemiological estimates, 2023

■ 抗レトロウイルス治療が可能になった現状での推移　　■ 抗レトロウイルス治療がなかった場合の想定シナリオ

2080万人
のエイズ関連の

死亡を回避
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　2022年の新規HIV感染者数推計130万人［100万～170万人］は、ここ数十
年で最も少なかった。特にHIV感染者数が最も多い地域での減少が顕著になっている

（図 0.2）。

　新規感染者数が最も急激に減少しているのは子供（0 ～14歳）と若者（15 ～ 24
歳）で、ここ数年、効果的な介入の対象とされてきた層である。2022年には、思
春期の少女と若い女性（15 ～ 24歳）の新規HIV感染者数は世界全体で約21万人

［13万～ 30万人］だった。2010年当時と比べると半減している。思春期の少年
と若い男性（15 ～ 24歳）の場合、同じ2022年の新規HIV感染者数は14万人［6
万7千～ 21万人］で、2010年当時より44%減少した。

　女性の新規HIV感染が減少したこと、そしてHIV陽性者の治療普及率が高まった
ことから、2022年には子供のHIV新規感染が世界全体で13万人［9万～ 21万人］
と1980年代以来最も少なくなった。2010年当時と比べると58%減である。垂直
感染対策により、2000年以降で340万人の子供の新規HIV感染が回避されたこと
になる。（注2）

図0.2　2010年と2022年の新規HIV感染者数比較、および2022年の世界全体と地域別新規HIV感染者数

新規HIV感染者数はサハラ以南のアフリカで最も大きく減少

Source: UNAIDS epidemiological estimates, 2023（https://aidsinfo.unaids.org/）.

東部・南部アフリカ

西部・中部アフリカ

世界全体

西欧・中欧・北アメリカ

カリブ諸国 

アジア・太平洋

ラテンアメリカ

東欧・中央アジア

中東・北アフリカ

HIV新規感染者数
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（注3）　UNAIDSは、ゲイ男性など男性とセックスをする男性、セックスワーカー、トランスジェンダーの人たち、注射
薬物使用者、刑務所など閉鎖的な環境に置かれた人たちをHIVに対する脆弱性がとくに高く、適切なサービス
の利用がしばしば困難になる5つのキーポピュレーションと考えている。

多くの国が正しい方向に進み、
成果を得ている

　最も大きな成果を上げている国は、人びとを第一に考えて強い政治的な意思を示
し、効果が実証されている戦略に十分な投資を行ってきている。そうした国では、人
権を尊重する包括的なアプローチを優先し、HIVに大きな影響を受けているコミュニ
ティの関与を対策全体にわたって重視してきた。犯罪化により人権を侵害する法律や
政策、ジェンダーその他の不平等、スティグマと差別など、人びとを危険にさらし、
健康と福祉を妨げる社会的、構造的要因を撤廃または緩和するために行動してきた
のだ。

　いくつもの国の経験で証明されているように、HIV対策は公衆衛生の考え方を優
先することで成果をあげてきた。ボツワナとカンボジアでは、エビデンスに基づく対
策を大規模に実施することが、HIVの新規感染とエイズ関連の死亡の減少につながっ
ている。カメルーン、ネパール、ジンバブエでは、焦点をしぼった予防プログラムを
重視し、新規HIV感染の大幅な減少を達成してきた。ラテンアメリカでは、暴露前
予防（PrEP）を受けている人が2021年から55%以上増加し、2022年には10カ
国がキーポピュレーションの人たちにPrEPを提供している。（注3）　タイは95-95-95
ターゲットの達成軌道を進んでおり、スティグマと差別への対応を国のHIV対策に組
み込むことに成功している。

　世界のHIV対策の成果は、より広い分野と関連し、影響を与えている。保健シス
テムと地域社会システムを改善、強化することで、公衆衛生領域を超えて波及効果
を生み出し、複数の持続可能な開発目標（SDGs）の進展を促しているのだ。何百万
という人の命と暮らしを守ることによって、HIVプログラムは貧困や食糧不安から人び
とを守り、子どもたちが学校に通えるよう経済的な支援を提供し、子どもと妊産婦の
死亡率を継続的に下げることにも貢献してきた。
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…しかし、資金ギャップの拡大を含む障壁が
迅速な成果の達成を妨げている

　感染を防ぐワクチンや治癒が実現していない中で、エイズ対策は公衆衛生上の対
応により、とりわけ大きな成果を上げてきた。それでも、様々な不平等が交錯する世
界では、誰もが恩恵を受けているわけではない。

HIV予防に関しては、      
さらに効果の高い対策を生み出すことが期待できる

　サハラ以南のアフリカの多くの地域では依然として、思春期の少女や若い女性が
極めて高いHIV感染のリスクと闘わなければならない。他のあらゆる地域でもキーポ
ピュレーションの人たちの事情は変わらない。ジェンダーやその他の不平等が、暴力、
スティグマ、差別、有害な法律や慣行とともに、HIVから自らを守る力を奪っている
のだ（3-6）。

　思春期の少女と若い女性は、平均すると1週間で4000人が新たにHIVに感染し
ている。サハラ以南のアフリカでは、2022年の新規HIV感染者（全年齢）の63%
が女性と女児で占められていた。サハラ以南のアフリカでは、HIV感染率が非常に
高い地区のうち、思春期の少女と若い女性に焦点を当てたHIV予防プログラムが実
施されている地区は42%にとどまっている。こうしたギャップを埋め、性的に活発な
年齢層の少女や女性が、経口PrEPやダピビリン膣リングなど女性に使い勝手のいい
生物医学的予防ツールを利用しやすくなれば、HIV感染のリスクは大幅に減少するで
あろう。

　サハラ以南のアフリカ以外では、新規HIV感染者数は緩やかな減少にとどまってい
る。世界の新規HIV感染のほぼ4分の1（23%）はアジア・太平洋地域で発生して
おり、感染の増加が警戒すべきレベルに達している国もある。新規感染者の急激な
増加は東欧・中央アジア地域（2010年比49％増）、中東・北アフリカ地域（2010
年比61％増）でも続いている。社会から排除されがちな人たちやキーポピュレーショ
ンに向けたHIV予防サービスの欠如、および懲罰的法律、暴力、社会的なスティグ
マと差別による障壁などがこうした傾向をもたらしているのだ。

　多くの国で、キーポピュレーションの人たちに対するHIVその他の医療サービスは、
不足しているか、利用できないか、あるいはまったく存在していない。いくつかの前
向きな変化はあるものの、キーポピュレーションの人たち、およびその人たちの行動
を犯罪とみなす法律はいまなお、世界のほとんどの地域で残されているのだ。世界
の大多数の国（145カ国）が依然、少量の薬物の使用または所持を犯罪としている；
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168カ国が何らかのかたちでセックスワークを犯罪としている；合意に基づく同性間
の性交行為は67カ国で犯罪となっている；20カ国がトランスジェンダーの人たちを
犯罪者として扱っている；143カ国は HIVの曝露、非開示、感染を犯罪または起訴
の対象としている。

　その結果、HIVパンデミックはキーポピュレーションに対し、一般人口層よりも大き
な影響を与え続けてきた。2022年には一般の成人人口層（15 ～ 49歳）と比べ、
ゲイ男性など男性とセックスする男性のHIV陽性率は11倍も高かった。セックスワー
カーは4倍、薬物注射使用者では7倍、トランスジェンダーの人たちでは14倍となっ
ている。

　キーポピュレーション、および人道的状況も含めた他の優先対象集団の人たちを
HIVからまもることができなければ、パンデミックは際限なく長引き、影響を受けてい
るコミュニティも社会全体も大きな代償を払うことになる。

何百万という人がいまなお治療から取り残されている

　大きな成果を上げてきたとはいえ、2022年になってもなお1分に1人がエイズに
よって命を奪われる事態が続いている。2022年には世界全体のHIV陽性者のうち
約920万人はHIV治療を受けておらず、治療は受けているものの体内のウイルス量
が抑制されていない人も約210万人にのぼった。東欧・中央アジア地域と中東・北
アフリカ地域では治療の普及がとくに遅れており、2022年時点で200万人を超える
HIV陽性者のうち抗レトロウイルス治療を受けている人はほぼ半数にとどまっている。

　サハラ以南のアフリカ、カリブ地域、東欧・中央アジア地域では、HIV陽性の男
性が治療を受ける割合は依然として、HIV陽性の女性と比べ大幅に低い。キーポピュ
レーションの人たちが医療サービスに対し、とりわけ大きな不安と不信感を抱いてい
る現状では、保健医療施設に残るスティグマと差別を取り除くことが、有害な法律や
慣行の撤廃と合わせ、極めて重要な課題となっている。

　小児（0 ～14歳）と思春期の若者への治療の普及は遅れている。2022年には、
HIV陽性の子供150万人［120万～ 210万人］の43%を占める約66万人が治療
を受けられずにいた。2022年には子供の年間エイズ関連死亡者数が2010年当時
と比べ、64%減っているが、それでも年間で約8万4000人の子供が命を奪われて
いる。
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資金ギャップは拡大している

　数多くの課題を抱える中で、 世界的なHIV対策の資金不足は拡大している。
2022年に低・中所得国のHIVプログラムに利用できた資金の総額は208億ドル（米
ドル、レートは2019年現在）で、2021年より2.6%減少している。2025年まで
の年間必要額（293億ドル）には遠く及ばない状態だ（図0.3）。HIV対策への資金
提供は2010年代前半から大幅に拡大したものの、現在は2013年レベルに戻ってし
まっている。

　UNAIDSの分析によると、HIV予防の資金が増加した地域ではHIV発生率が低
下していることが示されている。現状をみると、資金不足が最も深刻な東欧・中央ア
ジア地域と中東・北アフリカ地域では、HIV流行に対する成果が最も上がっていな
い。HIV感染率が低下しているドミニカ共和国、インド、キルギス、トーゴなどでは、
HIV支出の3%から16%が、キーポピュレーションの人たちに向けた予防プログラム
にあてられてきた。予防対策資金の増額はとりわけキーポピュレーションの人たちに
とって重要であり、その資金をより賢く、費用対効果の高いかたちで活用することが
大切である。

図0.3　低・中所得国でHIVに利用できる対策資金	2010～2022年および2025年ターゲット

世界のHIV対策の資金不足は拡大している

Source: UNAIDS financial estimates and projections, 2023
（ http://hivfinancial.unaids.org/hivfinancialdashboards.html ）; Stover J, Glaubius R, Teng Y, et al. Modelling the epidemiological impact of the UNAIDS 
2025 targets to end AIDS as a public health threat by 2030. PLoS Med. 2021;18（10）:e1003831.
Note：資金推定額は、2019年の米ドルレート（単位10億ドル）で表示。世界銀行が2020年に低所得国または中所得国として分類している国が対象。

■ 国内資金（官民）　　■ 米国（二国間援助）　　■ グローバルファンド　　■ 他の国際資金　　■ 必要資金額（2025年）
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人びとを第一に考えるプログラムや政策が
最も大きな成果をもたらす

　正しい方法を選ぶことで、社会全体の健康と福祉は大幅に改善され、HIVの脆弱
性とリスクを低下させて多数のHIV感染を回避できることになる。

　HIV対策で大きな成果を上げているところは、持続可能な開発目標（SDGs）の指
針となっている国連のコモンアジェンダ（共通課題）と同様の原則に基づいていること
がわかる。人びとを第一に考え、不平等に立ち向い、人権をまもり、影響を受けて
いるコミュニティと公的機関との信頼関係を築くことを重視しているのだ。そのすべて
の面で、いまが前に進む大きな機会となっている。この機会をつかめれば、世界はエ
イズパンデミックの終結に近づき、SDGsの各目標の達成に向けて新たな勢いを生み
出すことができる。

　キーポピュレーションの人たちをターゲットとした法律を廃止すること、もしくは執行
をしないようにすること、HIV関連の偏見や差別をなくすために協調して取り組むこと
は、最優先事項となっている。医療施設におけるスティグマの解消には、医療提供
者に強く説明責任を求める必要がある。

　ジェンダー平等を推進し、性暴力やジェンダーに基づく暴力に立ち向かうことが変
化をもたらす。エイズによる負担を大きく受けているサハラ以南アフリカの6カ国の
調査では、前の年に身体的または性的暴力を受けた女性は、そうした暴力を受けて
いない女性より、HIV感染のリスクが3.2倍も高かった。

　コミュニティ主導の組織は長い間、HIV対策の根幹を担ってきた。人権の侵害や
誤ったサービスに警鐘を鳴らし（7）、改善策を示し（8、9）、医療システムの責任を
追及してきた（10）。厳しい条件のもとでも、十分なサービスを受けてこなかった人
たちに対し、人を重視したサービスを提供できるよう優れた能力を発揮してきた（11-
13）。しかし、資金不足、および政策と規制、能力の制約、市民社会への弾圧など
によって、その活動は損なわれている。こうした妨げがなければ、コミュニティ主導
の組織は世界のHIV対策を推進する力をもっと発揮することができるであろう（14）。
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新たな機会を生みだすには、
より公正な条件を整える必要がある

　医療新技術を手頃な価格で入手できるようにすることは引き続き重要な課題であ
り、現時点では長時間作用型PrEPがそうした事例の1つとなっている。2022年に
締結された自発的ライセンス契約により、約90カ国がこの強力な予防ツールを安価
なジェネリック版で購入できるようになるのだ。ただし、ジェネリック薬製造が本格化
するには何年もかかる可能性があるうえ、いくつかの上位中所得国は、HIV流行が
深刻であっても、このライセンス契約の対象には含まれていない。こうしたハードル
を越えられれば、HIV予防は大きく前進することになる。

　新型コロナウイルス感染症のパンデミックにより、社会的保護への投資不足が明ら
かにされた。すべての国で社会的保護の適用には大きな格差があることが示され、
特にアフリカとアジアでは投資不足が顕著だった。現時点で約40 億人がいかなるか
たちの信頼できる社会的保護も受けていない。社会的保護プログラムが貧困を軽減
し、社会的に排除され貧しい状態に追い込まれている人たちの複数のニーズを満た
し、HIV対策の強化にも役立つことは、豊富なエビデンスで示されているにもかか
わらず、である（15-20）。世界中の何十もの国がHIVの検査と治療の無料化（一
種の現物による社会的保護）を実施して、すでに何百万という人の命を救い、新規
HIV感染者数の減少にも貢献している。現金給付プログラムがHIVに対する脆弱性
と感染リスクを軽減し、幅広い保健・社会的利益をもたらすことも、新たなエビデン
スで裏付けられている（15）。社会的なセーフティネットの強化が、HIV対策に勢い
を与え、他の多くのSDGs（持続可能な開発目標）の達成も助けることになる。

　HIVに関するサービスと、非感染性疾患や精神保健サービスを含む他の医療サー
ビスとの統合が一段と進めば、人びとのニーズに応え、より便利なサービス提供が可
能になることからHIV以外のサービスの利用率を高め、HIV治療の成果も向上させ、
ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）の達成を助けることにもなる（21）。

　エイズ終結への道ははっきりしている。HIV対策は強力な政治的リーダーシップに
支えられて初めて成功する。十分な資金を確保し、エビデンスに従い、人権を尊重
した包摂的なアプローチを採用し、公平性を追求することが不可決なのだ。2030年
までのエイズ終結という目標に向け、人びとを第一に考え、政策やプログラムを進め
ている国が、すでに世界を牽引している。
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